
平成２０年度環境保全促進事業実施要綱 

 
 
  
  第１ 趣旨 
    財団法人自治総合センター（以下「センター」という。）は、モーターボート競走

施行者協議会からの拠出金及び地方自治振興基金の果実を財源として、この要綱の

定めるところにより、コミュニティ活動の一環として行われる地域環境及び地球環

境にかかる保全活動・教育啓発の推進を図るための事業に助成を行うことにより、

環境にやさしい地域づくりの推進を図るものとする。 
 
   
第２ 助成対象事業 

    助成金交付の対象となる事業は、地域環境及び地球環境にかかる保全活動・教育

啓発の推進を図るためのソフト事業であって、各種イベント、交流会・発表会及び

指導者養成研修会等の事業を対象とする。 
    なお、物品の配布、書籍類の刊行、備品の購入等、及び単発的なクリーン作戦等

本事業の趣旨になじまないものは除外する。ただし、事業実施に伴う消耗品等の購

入は対象とする。 
参考までに、対象となる事業の内容を例示すれば、概ね別紙のとおりである。 

 
 
第３ 助成対象事業者 

    １ 都道府県 
２ 市（区）町村 
３ 地区住民のコミュニティ組織 
 

 
  第４ 助成金 
    助成金は、助成対象事業に要する経費の範囲内で、次の額とする。 
    ただし、助成額は１０万円単位とし、単位未満は切り捨てとする。 

１ 実施団体が都道府県の場合においては、１件あたり２００万円以内。 
２ 実施団体が市（区）町村（地区住民のコミュニティ組織が実施するものを含

む）の場合においては、１件あたり１００万円以内。 
 



 第５ 普及広報 
   助成金の交付を受けた都道府県又は市（区）町村は、助成の対象となった事業が、

全国モーターボート競走施行者協議会の拠出金によって実施されるものであることに

鑑み、次の１及び２の方法により普及広報に努めるものとする。 
   １ イベント等実施会場において使用する看板・横断幕・チラシ・ポスター等参加

者に十分に周知できる方法で「全国モーターボート競走施行者協議会」の助成事

業である旨を告知する。 
   ２ 都道府県または市（区）町村の広報誌等に当該事業の記事を掲載し、１と同様

の告知を行う。 
     
  
 第６ 助成の申請手続 
   １ 都道府県知事又は市（区）町村長は、センター理事長（以下「理事長」という。）

に助成申請書（別記様式第１号）を提出するものとする。 
     なお、助成対象事業者が市（区）町村の場合は、都道府県知事を経由するもの

とする。 
この場合、都道府県知事は都道府県及び管内市（区）町村の助成申請書を一括

して理事長に提出すること。 
      
   ２ 都道府県知事は、申請書に関し、意見（別記様式第２号）及び助成申請概要一

覧表（別記様式第２号の２）をつけて理事長宛送付するものとする。この際、都

道府県が実施団体となる申請に関しては、特記事項がなければ意見欄を斜線とし

てよい。 
     別記様式第２号の２については、様式を都道府県担当者宛に電子メールで送付

するので、本件担当者が決定次第、電子メールにて送付先アドレスを連絡するこ

と。アドレスの連絡方法及び期限については別途連絡する。 
 
 
 第７ 助成の決定等 
   １ 理事長は、送付された助成申請書の内容を審査し、助成の対象及び助成額を決

定するものとする。   
   ２ １ により助成を決定した場合、理事長はその旨を都道府県知事に通知し、都

道府県知事はこれを市（区）町村長に通知するものとする。 
   ３ 助成対象事業について変更を生じる場合は、都道府県知事又は市（区）町村長

は、速やかにその理由を付して、都道府県知事経由で理事長に変更申請書（別記

様式第４号）を提出し、その承認を受けるものとする。 



     但し、理事長が軽微な変更であると判断した場合は、この手続を省略すること

ができる。 
 
 
 第８ 助成金の交付 
   １ 都道府県知事又は市（区）町村長は、助成対象事業が完了し、助成金の交付を

受けたいときは、助成事業実績報告書（別記様式第３号）を理事長に提出するも

のとする。 
     なお、市（区）町村の場合は都道府県知事を経由することとする。 
   ２ 理事長は、助成事業実績報告書を受理した後、交付すべき助成金の額を確定し、

助成対象事業者が所在する都道府県又は市（区）町村に交付するとともに、その

旨を都道府県知事に通知するものとする。 
３ 助成対象事業者が地区住民のコミュニティ組織の場合であっても、助成金は市

（区）町村に交付されるので、市（区）町村においては予算に計上して処理する

ものとする。 
 
 第９ その他 
     この要綱に定めのない事項については、必要の都度、理事長が定めるものとす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 別 紙 
助成対象事業の例示 

 
  １．各種イベント 
     コミュニティ活動の一環として、自治会・老人会・青年会・子供会等の団体が、

地域環境及び地球環境の保全活動・環境教育啓発の推進を図るために行うイベン

ト。 
 
     具体例：◆森林・河川・湖沼・海岸等の生物の生息環境や汚染状況を調査し、

地域及び地球環境保全について考える勉強会を開催する。 
         ◆森づくり運動、こども環境会議、地域の自然環境を再確認するため

の「いなか探検隊」等具体的な目的を持った活動。  
         ◆環境保全の啓発を目的とした演劇、映画、ミュージカル等の上演。         

                              
  ２．交流会・発表会 
    環境保全・環境教育活動の情報交換を目的とした、交流会・発表会。 
    単なる団体間の親睦会又はそれに類するとみなされるものは除外する。 
 
     具体例 ◆自治会、老人会、青年会、子供会等の複数の団体が、環境活動の推

進を図るために広域的に集い、同一プログラムによる活動に参画す

ることで交流を深めることを目的とする事業。     
 
  ３．指導者養成研修会 
    環境保全・環境教育啓発活動において、団体または地域をリードする人材を養成

するために実施される研修会。 
 
     具体例 ◆地域の環境保全活動リーダー養成を目的とした研修会。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 



『全国モーターボート競走施行者協議会』表示例 
 
 

１．ポスター、パンフレット、ちらし、看板等への表示例 
 
例１．このシンポジウムは全国モーターボート競走施行者協議会からの助

成を受けて実施するものです。 
例２．全国モーターボート競走施行者協議会助成事業 

 
 
 
２．広報誌等への記載例 
   
例３．この ○○ は全国モーターボート競走施行者協議会からの助成を受け

て実施されました。 
 
 
※「全国モーターボート競走施行者協議会」の名称表示については、過去に誤植が散見さ

れております。表示にあたっては再度チェックいただくようにお願いします。 
    
    誤植の例     

誤 正 

競争 競走 

施工者 施行者 

 
 
※上記表示例を参考にして周知を徹底するとともに、実績報告書には、イベント当日の上

記看板等が確認できる写真を添付してください。 
 
 
 
 
 
 
 


